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独立行政法人住宅金融支援機構 事業年度評価の全体評価シート 

 

中 期 計 画 の 項 目 評  定 理由・指摘事項等 

第１ 国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためとるべき措置 

Ａ＋   Ａ   Ｂ   Ｃ   Ｄ 

証券化支援業務、政策金融・民業

補完のための直接融資はそれぞれ

の経費率が目標を達成しており、東

日本大震災に対しては的確な対応が

なされている。また、資金調達も安定

的かつ効率的に実施されている。 

 一方、証券化支援業務の推進にか

かわる長期・固定金利住宅ローンの

安定的供給支援、自主的な取組とし

ての商品の見直し、住宅融資保険業

務、および住宅資金融通業務につい

ては業務の質の向上を図る必要があ

る。 

 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を

達成するためとるべき措置 
Ａ＋   Ａ   Ｂ   Ｃ   Ｄ 

 入札及び契約の最適化が順調に実

施されており、組織運営の効率化や

一般管理費等の削減についても概ね

順調であることから、業務運営の効率

化に関する数値目標は概ね達成され

ている。 

 一方、内部統制の強化については、

過去の職員の不祥事を踏まえた様々

な防止策が図られているが、本年度

も個人情報管理および審査案件の管

理にかかわる不適切な事務処理（オ

ペレーショナルリスク）への対応が求

められる事案が発生しており、より一

層のリスク管理体制の強化が必要で

ある。 

 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 Ａ＋   Ａ   Ｂ   Ｃ   Ｄ 

 既往債権管理勘定以外の勘定にお

いて、平成 28 年度までの達成を目標

としていた繰越欠損金の解消を中期

目標期間の初年度である平成 24 年

度に於いて達成したほか、法人全体

として利益剰余金を計上し、2 期連続

で単年度黒字を達成するなど、収支

は著しく改善している。 

 また、リスク管理の一部において検

討すべき課題が認められるが、借入

者の実情把握、返済相談等を通じた

延滞抑制により、リスク管理債権の削

減が図られたことから、数値目標を達

成している。 
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第４ 短期借入金の限度額 ○ ・ ×  

第４－２ 不要財産又は不要財産とな

ることが見込まれる財産があ

る場合には、当該財産の処分に

関する計画 

○ ・ × 

 

第５ 第４－２に規定する財産以外の重要

な財産を譲渡し、又は担保に供しよう

とするときは、その計画 

○  

 宿舎の売却方法について、内部の

審議を経たうえで、一般競争入札によ

り、それぞれ売却先が決定されてお

り、適切に対応されている。 

第６ 剰余金の使途 ○ ・ ×  

第７ その他主務省令で定める業務運営

に関する事項 
Ａ＋   Ａ   Ｂ   Ｃ   Ｄ 

常勤職員数、人件費の削減、職員

の給与水準の引き下げが行われてい

るほか、職員の専門性向上が図られ

ている。 

 また、宿舎についても国家公務員宿

舎の削減計画に準じた取り組みが行

われるなど、中期計画の達成に向

け、概ね適切な対応がとられている。

 

 

全体評価 

住宅金融支援機構は、毎年のように、商品性を改善したり、発行手数料の引き下げに努力するなど、継続的

に取り組みを続けており、MBS 市場が順調に育ってきている。情報関連コストを大幅に削減するなど、効率的

な業務運営に努めている。その結果、計画を相当に上回るペースで、繰越欠損金の解消が進んできている。

今後、経済環境の如何によっては、返済困難者が増え、不良債権問題が深刻化する心配がある。引き続き返

済困難者に対して親身な相談にのりながら、返済困難者を増やさないような取り組みが期待される。 

 また、当該年度に行われたことではないものの、不適切な事務処理事案が発覚しており、チエック及びモニ

タリング体制の甘さなどが露呈していることから、内部統制の一層の強化を期待したい。 


